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生物多様性条約における民間参画への取組と期待
行政情報

大　澤　隆　文・小山内　勇　人

生物多様性条約は生物多様性の保全，生物多様性の構成要素の持続可能な利用，及び遺伝資源の利用か
ら生ずる利益の公正かつ衡平な配分を目的として構築された国際的な枠組みである。この枠組みの下，
2020 年までの生物多様性愛知目標をはじめとして，自然生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）等の
新しい概念にも注目が集まりつつある。また，近年，官だけではなく民による生物多様性保全への関わり
の重要性も増している。本稿では，建設業関連の企業各社との関わりがありそうなトピックを中心に，生
物多様性条約やそれに類する最近の国際的な動きを解説する。
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1．生物多様性条約

（1）生物多様性条約
生物多様性の保全と持続的な利用を図るため，生物

多様性条約が 1992（平成 4）年 5 月に採択され，同年
6 月の国連環境開発会議（地球サミット）において我
が国を含む 157 ヶ国及び EU が署名した。各締約国が
生物多様性の保全と持続可能な利用のための国家戦略
を策定することが定められている。
1992 年 6 月	� 国連環境開発会議（地球環境サミット）

にて署名開放
1993 年 12 月	� 条約発効（我が国は1993年5月に締結）
締約国	� 194 ヶ国及び EU（アメリカ合衆国は

未締結）
目　的	� 生物多様性の保全，生物多様性の構成

要素の持続可能な利用，遺伝資源の利
用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分

平成 22 年 10 月に愛知県名古屋市で開催された生物
多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）は，我が国
が議長国をつとめ，生物多様性に関する新たな世界目
標（戦略計画 2011-2020 ／愛知目標）や，遺伝資源へ
のアクセスと利益配分に関する名古屋議定書が採択さ
れた（図─ 1）。

COP12 は，平成 26 年 10 月 6 ～ 17 日に韓国・ピョ
ンチャンで開催された。そこでは，同条約事務局が作
成した地球規模生物多様性概況第 4 版 GBO4 1）を基
に，愛知目標の中間評価が実施された（図─ 2）。そ
れによると，大部分の愛知目標について，いくつかの

構成要素の達成に向け大きな進展があったとしてい
る。その一方で，多くの場合，この進展は 2020 年に
向けて設定された目標を達成するためには不十分であ
り，戦略計画 2011-2020 を軌道に乗せるためには，追
加的な行動が必要であるとされた。

生物多様性はそれ自体も価値を有しているが，人類
に多大な利益をもたらしており，これを生態系サービ
スと呼ぶ。2001 年から 2005 年にかけて行われたミレ
ニアム生態系評価（MA）では，生物多様性は生態系
が提供する生態系サービスの基盤であることと，生態
系サービスの豊かさが人間の福利に大きな関係のある
ことが示された 2）。また，MA では生態系サービスを
以下の 4 つの機能に分類している。
①供給サービス（食料，燃料，木材，繊維，薬品，水

等，人間の生活に重要な資源を供給するサービス） 

特集＞＞＞　自然再生，自然景観

図─ 1　生物多様性の愛知目標
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②調整サービス（森林があることによって気候が緩和
されたり，洪水が起こりにくくなったり，水が浄化
されたりといった，環境を制御するサービス） 

③文化的サービス（精神的充足，美的な楽しみ，宗教・
社会制度の基盤，レクリエーションの機会等を与え
るサービス） 

④基盤サービス（上記①～③を支えるサービスであり，
光合成による酸素の生成，土壌形成，栄養循環，水
循環等がこれに当たる）

（2）生物多様性の主流化とは？
平成 28 年 12 月に COP13 がメキシコで開催される

予定だが，その主題は生物多様性の（セクターを跨い
だ）主流化になる見込みである。生物多様性の劣化に
対する社会的な対応は進みつつあるのに，生物多様性
にのしかかる圧力はこの 10 年間で引き続き増大する
と予想されている。この食い違いは，タイムラグのた
め，又は社会の対応が未だ不足していることによるも
の等と考えられている。建設業との関係でいえば，仮
に世界が現在と同様の経済的発展と国際化の進展を
2050 年まで続け，人口が 92 億人まで増加すると仮定
した場合，インフラストラクチャーが設置される土地
面積は現在の約 3,000 万 km2 から約 4,500 万 km2 に増
大し，それに伴って生物多様性への影響も増大すると
見込まれている 3）。また，過去 49 の事例研究を元に

メタ分析した結果からは，道路をはじめとするインフ
ラストラクチャーにより，鳥類個体群の場合は周辺
1 km まで，ほ乳類個体群の場合は周辺 5 km までの
距離圏内で，個体密度が下がっているという報告もあ
る 4）。生物多様性の劣化は，多くの生態系サービスの
劣化にもつながっている 2）。このため，生物多様性及
び生態系サービスの喪失要因に働きかけをするには，
建設業等も含め，様々なセクターの協力や参画が必要
とされている。
「生物多様性の主流化」というと，しばしば「生物

多様性の認知度」が上がることと解釈される場合も考
えられるが，今後は，国民一人ひとりの意思決定や行
動に生物多様性の重要性が反映される「生物多様性の
主流化」が必要と考えられる。併せて，各セクターで
の計画・制度・活動においても，実質的に生物多様性
への配慮がなされることが「主流化」である。例えば，
アメリカ連邦政府は，平成 27 年 10 月に，各省庁に対
し，「計画・投資・規制等（自然資源管理，土地利用
計画，気候適応計画及び防災計画を含む）に関して，
適切かつ実行可能な場合には，生態系サービスの考慮
を促進するための政策を立案・制度化すること」を指
示した 5）。この点で，我が国でも，建設業についても
関連セクターの 1 つとして，生物多様性への配慮がよ
り一層期待されることになるだろう。

2． 建設・土木分野での生物多様性への配慮
に係る国際的動き

（1）生態系を活用したインフラストラクチャー
COP12 での議題 XII/20. として「生物多様性及び気

候変動及び災害リスク軽減」が取り上げられた。ここ
では，自然生態系を活用した防災・減災（Ecosystem 
based Disaster Risk Reduction，以下「Eco-DRR」と
いう。）を促進することが条約事務局長に対して要請
されることになった。Eco-DRR とは，海岸林が津波
被害を軽減する，サンゴ礁が高潮被害を軽減する，湿
原が洪水を調節する，森林が土砂崩れ等を防ぐといっ
たような自然生態系の防災・減災機能の活用や，自然
生態系の災害に対する緩衝地帯としての活用を目指す
概念である。Eco-DRR は，地域に備わる自然生態系
を生かして効果を得られる場合や，初期費用や維持管
理のコストが低い場合があるので，災害に強い国土利
用や地域づくりに向けて積極的に活用する重要性が高
まっている（表─ 1）。この動きは，2004 年のインド
洋大津波の際に被災地においてマングローブ林が後背
地の津波被害を抑えたことが報告されて以降国際的な

図─ 2　�64 の第 5 回国別報告書にあった情報に基づく愛知目標達成に向け
た進捗の評価
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関心を集め，2015 年 3 月に宮城県仙台市で開催され
た第 3 回国連防災世界会議でもとりあげられた。

Eco-DRR に類似する概念としてグリーンインフラ
ストラクチャー（以下「グリーンインフラ」という。） 
がある 6）。これは，社会資本整備，土地利用等のハー
ド・ソフト両面において，自然環境が有する多様な機
能を活用し，持続可能で魅力ある国土づくりや地域づ
くりを進めるものであり，近年欧米を中心にこの考え
方に基づく取組が進められようとしている 2）。2013
年 5 月に欧州連合（EU）で「EU 生物多様性戦略」
の下位計画として策定された「EU グリーンインフラ
戦略」によると，「生態系サービスの提供のために管
理された自然・半自然地域の戦略的に計画されたネッ
トワーク」と定義されている。グリーンインフラは，
従来より利用されてきたグレーインフラ（コンクリー
ト型インフラ）に比べ，しばしば安価で防災機能等を
発揮し，また Eco-DRR が有する防災機能以外のコベ
ネフィット（例：騒音緩和，炭素固定，レクリエーショ
ン機会の提供，水質浄化等）も有することが知られて
いる 7）。

EU グリーンインフラ戦略では，主要政策へのグ
リーンインフラの組み込み，自然環境の再生等の事業
の実施，調査研究の推進，資金の動員等が明記されて
いる。こうした動きを踏まえ，ドナウ川流域では，生
物多様性保全と災害対策を目的として約 20 万 ha の
氾濫原湿地の自然再生が予定されている 8）。米国で
は，2008 年に環境保護庁が州政府と協力して，洪水
や下水処理の包括的な対策として，「グリーンインフ
ラ行動戦略」を策定した 8）。この戦略では，自然環境
に加え，屋上緑化や雨水浸透道路等もグリーンインフ
ラの対象とし，水処理やヒートアイランド対策等の主
に都市域におけるグリーンインフラの活用方策をまと
めている。ニューヨーク市では，合流式下水道の越流
水対策にかかる負担を削減するために，より経済的な
対策として，2.4 億ドルをグリーンインフラに投資す
ることを決定し，屋上緑化，透水性舗装，緑地や湿地
の確保といった取組等を進めることにより，従前の公
共事業のみの対策と比較して 1.4 億ドルの経費の削減
を見込んでいる 9）。同プロジェクトは着実に成果を上

げつつあり，年次報告が毎年度出されている 10）。こ
のように，欧米ではグリーンインフラ活用に向けた具
体的な取組が進展し，中には Eco-DRR にも資する取
組が見られる。

わが国においても，平成 27 年に改訂された国土形
成計画及び国土利用計画において「グリーンインフラ」
の考え方が初めて記載されるとともに，第 4 次社会資
本整備重点計画や，国土強靱化アクションプラン
2015 においても生態系の有する機能の活用が謳われ
ており，今後こうした考え方の現場における実践・取
組の重要性が高まると予想される。

（2）生物多様性オフセット
土地開発による生物多様性への影響を低減させるこ

とを法制化している国の中には，環境保全措置として
影響を回避・最小化することを義務付けるとともに，
これらが困難な場合には影響を相殺（オフセット）す
るために代償措置（例えば他の土地の保全や生息地の
復元）を行うことを制度化している国がある。この代
償措置の方法としては，自分で代償するという選択肢
の他に，代償措置を代行する第三者に代金を支払う
in-lieu 制度や，第三者が事前に生息地の復元等により
獲得したクレジットを購入するバンキング等の仕組み
がある。このバンキング制度は開発権取引としての経
済的・市場的な性格を有するものであり，このような
仕組みを総称して「生物多様性オフセット」，また，
その経済的手法を「生物多様性バンキング」と呼んで
いる 11）。

実際には，生物多様性オフセットと生物多様性バン
キングという仕組みは，1970 ～ 80 年代に湿地を対象
として米国で制度化されたものが最初である。現在で
は，生物多様性オフセットに関する内容が，環境影響
評価法の法体系の中で位置づけられている場合（オー
ストラリア，フランス等）と個別法（例えばドイツの
連邦自然保護法）によって位置づけられている場合（ド
イツ，オランダ等）がある 12）。既に確認されている
だけでも，in-lieu 制度からバンキングまで多様な形態
の生物多様性オフセット・プログラムが世界中で 45
ほど実施されており，さらに検討段階にあるものが
27 ほどある 13）。

但し，生物多様性を測る指標（開発により消える生
態系と代償として創出・保護される生態系の間の生態
学的同等性を測る基準）やオフセットによる効果（不
確実性等）に係る課題があり，依然として発展途上の
アプローチである 14）。

表─ 1　自然生態系を活用した災害リスク削減の費用便益評価事例 15）
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3． 生物多様性分野の民間参画に係る国内の
動き

（1）民間参画に係る国内の動き
事業者による生物多様性の保全と持続可能な利用に

関しては，平成 18 年 3 月に開催された COP8 におい
て，民間参画の重要性と促進に関する初めての決議で
ある「民間参画決議（VIII/17）」が採択されて以降，
COP では民間参画に関する様々な決議が採択され，
COP12 ではビジネスセクターに対する奨励事項とし
て「生物多様性の事業への統合のための行動計画の策
定」や「調達ポリシーへの生物多様性の考慮の組込み」
等が決議される等，国際社会において民間参画の推進
がますます求められている。

そのような中で，国内においては平成 20 年に，多
様な事業者が生物多様性の取組を進めるためのイニシ
アティブとして「企業と生物多様性イニシアティブ

（JBIB）」が発足し，国際的な視点から生物多様性の
保全に関する共同研究を行い，様々なツールやガイド
ラインを開発しているほか，その成果を基に他の企業
やステークホルダーとの対話や連携を図っている。平
成 22 年には事業者，経済団体，NGO，研究者，地方
自治体，政府等から構成されるマルチステークホル
ダーのイニシアティブとして「生物多様性民間参画
パートナーシップ」が発足し，事業者同士や関係者間
で情報共有，経験交流が図られている。いずれのイニ
シアティブにおいても，建設業の企業からの参画が見
られる。

建設業界においても，（一社）日本建設業連合会で
は「生物多様性と建設業の係わり」をテーマとして，
平成 21 年より生物多様性の保全や持続可能な利用に
関する様々な取組を行っている。平成 22 年度には，
建設業における取組の現状を把握するため，会員企業
に対してアンケートを実施し，その結果を「生物多様
性と建設業の係わり」というレポートとしてとりまと
めた。会員企業の取組内容としては，生態系に配慮し
た施設（アニマルパスウェイ，ビオトープ，生物共生
護岸等）の設計・施工や，施工時の希少種保護措置，
法面緑化における外来種対策等，様々な回答があっ
た。平成 24 年度には，建設工事における発注者から
の生物多様性に係わる要求事項に関する調査・分析を
行い，配慮すべき対象として指示された動植物は，動
物では鳥類が一番多く，魚類，昆虫がそれに続き，植
物では草本類が多く指定されていたことが明らかと
なった。具体的な対策としては，動物では工事期間・
作業時間の変更，工事排水対策，騒音・振動対策が多

く実施されており，照明や光対策，設備・施工機械の
配色，動物の移動等の対策も見られたほか，植物に対
する対策では移植が多く実施されていた 16）。また，
会員企業の取組状況の把握結果をふまえ，「建設業の
環境自主行動計画」に「自然共生社会」の章を設け，
生物多様性の保全に配慮した技術や手法開発の促進，
建設工事における生物多様性の保全および持続可能な
利用に配慮した取組の推進を目標として掲げ 17），会
員企業の取組を促しているところである。

（2）環境省によるこれまでの取組
環境省では，事業者が生物多様性の保全と持続可能

な利用に取り組むにあたって必要となる基礎的な情報
や考え方を取りまとめた「生物多様性民間参画ガイド
ライン」を平成21年8月に公表し，普及を図っている。
このガイドラインは建設業を含む多くの業種に共通す
る一般的な指針となっており，各事業者の生物多様性
分野の取組を補強・支援する内容となっている。

平成26年10月には事業者や事業者団体等の先進的・
模範的な取組事例をまとめた資料「生物多様性に関す
る民間参画に向けた日本の取組」を作成し，平成 27
年 3 月にはビジネスセクターがこれから目指すべき将
来像や各主体に期待される取組例を追加した第 2 版を
公表した。また，同資料に掲載されている事例を更に
詳細に紹介した事例集も別冊として公表している。

平成 27 年度には，生物多様性の主流化に向け，事
業者に対する全国の先駆的な取組事例の情報提供や地
域における機運醸成を目的として，生物多様性に関す
る民間参画にテーマを絞ったシンポジウムを全国 3 ヶ
所で開催し，多数の事業者のほか，そのステークホル
ダーとなるNPO/NGO，自治体の担当者等が参加した。

また，生物多様性に関する民間参画は大手事業者を
中心に取組が進んでいるものの，中小事業者や地方の
事業者の取組促進が課題となっていることから，業界
全体での取組の底上げを図るため，事業者団体に対し
て生物多様性に関する行動指針作成等の取組を促進す
るための支援を行うモデル事業を平成 27 年 8 月から
実施している。

上述の環境省が作成したガイドラインや事例集，シ
ンポジウムの結果等についてはウェブサイト「生物多様
性と経済活動」（http://www.biodic.go.jp/biodiversity/
private_participation/index.html）にて閲覧が可能と
なっている。同ウェブサイトでは，生物多様性に関す
る民間参画をとりまく国内外の動向や生物多様性に関
するガイドライン等の様々な情報を取りまとめて掲載
しているので，是非取組の参考にしていただきたい。
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4．おわりに

本稿では，生物多様性に係る最近の国際的動きにつ
いて，建設業関連の企業各社との関わりがありそうな
トピックを中心に解説した。生物多様性，生態系サー
ビス，又は条約というと，しばしば建設業各社の取組
とは遠い話題のようにも聞こえるかも知れないが，実
際には色々な接点がある。本稿では紹介しなかったも
のの，例えば，建設・土木現場での外来種に対する配
慮（防除）等も生物多様性の愛知目標達成に貢献する。
条約をはじめとする国際的な取組を進めるには，各国
における各業界，さらには各業界中の各社の取組の積
み重ねや協力が重要である。生物多様性の主流化とい
う文脈の中では，その重要性は近年とくに高まってい
る。

但し，生物多様性を保全する上で，未だ概念レベル
や研究・試行段階で留まっており，詰めるべき課題を
有しているアプローチやツールがあるのも事実である

（例：生物多様性オフセット）。このため，既に利用可
能なツールやアプローチについては積極的に活用して
頂く一方で，発展途上のアプローチについては色々試
行錯誤や取組を重ねて，より良いものにつながるよ
う，建設業関連の各社の方々にもご参画・ご協力をお
願いしたい。
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